
＜交付申請について＞ 
Q1 介護保険法に基づく居宅介護支援事業所は対象事業所になるか？ 

 介護保険法上の指定のみの事業所は対象外です。障害者総合支援法に基づく居宅

介護または重度訪問介護サービスを提供する事業所が対象です。 

Q２ 法人本部が区内にないが、申請は可能か？ 

 区内に本部がない場合でもヘルパー補助者が従事する事業所が区内にあれば申請

はできます。 

Q３ 区内に複数事業所があります。事業所ごとに申請は可能か？  

 人材対策実施計画書に事業所別に雇用予定人数を記載して法人でまとめて申請して

ください。１つの法人で申請できるヘルパー補助者は 3 人までです。 

Q４ 「ヘルパー補助者が従事する区内の居宅介護及び重度訪問介護事業所の事業を確

認することができる書類」とは具体的にどのような書類になるのか？ 

 事業所の指定通知・登記簿謄本・会社定款などを想定しています。 

Q５ 高齢者のヘルパーとして経験はあるが、障害者の介護の経験がない人が障害者向け

訪問系サービス事業所のヘルパーの下で、補助業務の経験を積み、重度訪問介護従

事者養成研修等を受ける場合は、対象になるか？ 

 対象になります。なお、障害福祉サービスの報酬を請求する場合は、対象外か？ 

Q６ 当初、有期雇用のヘルパー補助者が途中で正規雇用に切り替わることも予想される。

その場合も対象になるか？ 

 有期雇用期間について対象になります。 

Q７ ダブルワーク（副業）のヘルパー補助者も対象か？ 

 対象になります。 

Ｑ８ 同一法人で過去に雇用歴がある。補助対象になるか？ 

 有期雇用契約の開始日から１年以内の雇用歴がある場合は対象外です。それ以前

は、対象になります。 

Q９ 研修を修了し、ヘルパー補助者が単独でヘルパー業務を行い、障害福祉サービスの

報酬を請求する場合は、対象外か？ 

 お見込みのとおり対象外です。なお、それ以前までは対象です。 

Q10 有期雇用後、介護労働に従事させず、すぐ研修を受講させ、研修修了後に正規雇用す

る場合、有期雇用期間は補助対象か？ 

 本補助金におけるヘルパー補助者は、介護労働の従事を前提としています。ただし、す

ぐ研修を受講させ、研修修了後に正規雇用することはかまいません。 

Q１１ 対象になるヘルパー補助者の有期雇用期間は？ 

 令和７年度は令和８年２月末日までの期間内です。 

 



Q１２ ヘルパー補助者資格取得支援事業のみの申請は可能か？ 

 単独での申請はできません。ヘルパー補助者雇用事業（人件費補助）とヘルパー補

助者資格取得支援事業（資格取得費補助）の計画を人材対策実施計画書に記載し

て申請してください。 

Q1３ 他事業の助成金等との併用は可能か？ 

 本事業に係る経費と同一の経費(同じ使途)について、重複して助成金や委託料等の

支払を受ける場合には対象外のため併用は不可です。なお、ヘルパー補助者資格取

得支援事業（資格取得費補助）に係る経費を他で受給している場合は、ヘルパー補

助者雇用事業（人件費補助）のみが本補助金の対象です。 

Q1４ 社会福祉法人東京都社会福祉協議会 東京都福祉人材センターで実施している訪問

介護採用応援事業と併用して申請は可能か？ 

 同一ヘルパー補助者に対しては、併用はできません。また、同センターの介護職員就業

促進事業についても同様です。 

Q1５ ヘルパー補助者の時給が１，８００円、１日４時間、週５日、令和７年５月１日～７月３１日

まで（計２４０時間）有期雇用契約を締結（社会保険期間中全てに加入）、重度訪問

介護従事者養成研修受講料１０万円を法人が負担する場合、補助金の金額は？  

 【ヘルパー補助者雇用事業】        ２３４，０００円 

人件費 1,700 円(時給上限)×２４０時間＝４０８，０００円＞２０４，０００円(年額上限) 

法定福利費（事業主負担分）２０４，０００円×１５％（上限率）＝３０，６００円 

  ２０４,000 円＋３０，６００円＝２３４，６００円→２３４，０００円（千円未満切り捨て） 

【ヘルパー補助者資格取得支援事業】  ８３，０００円 

研修受講料 １００，０００円＞８３，０００円（上限） 

Q1６ Q１５の勤務条件者１人と時給が１，６００円、１日４時間、週２日、令和７年５月１日～７

月３１日まで（計 100 時間、社会保険は雇用保険のみ、居宅介護職員初任者研修受

講料７万円法人負担）のヘルパー補助者２人と有期雇用契約を締結した場合、補助

金の金額は？ 

 ※補助上限は、1 人ごとです。 

【ヘルパー補助者雇用事業】        5５4，０００円 

  人件費  

①Ｑ１５勤務条件のヘルパー補助者   ２０４，０００円 

    ②時給 1,６00 円×100 時間＝160，０００円＜２０４，０００円(年額上限) 

      ２０４，０００円×１人＋１６０，０００円×２人＝524，０００円 

法定福利費（事業主負担分） 

①Ｑ１５勤務条件のヘルパー補助者  ３０，６００円 

  ②社会保険が全て加入ではないので、補助対象外 

  524,000 円＋３０，６００円＝554，６００円→554，０００円（千円未満切り捨て） 



【ヘルパー補助者資格取得支援事業】  223，０００円 

研修受講料 

①Ｑ１５勤務条件のヘルパー補助者 １００，０００円＞８３，０００円（上限） 

  ②７０，０００円＜８３，０００円（上限） 

    83，０００円×１人＋7０，０００円×２人＝223，０００円 

Q1７ 郵送で提出する場合、どのように送付すれば良いか？ 

 郵送方法に指定はございませんが、レターパック等の配達状況の分かる形での送付を

ご検討ください。 

Q1８ 申請書を窓口に持参する場合には予約は必要か？ 

 予約は必要ありません。なお受付時間は、平日午前９時～午後５時（時間外・閉庁日に

は受付できません） ＊担当が不在の場合でも受付いたします。 

Q1９ 申請書は返却されるか？ 

 ご提出された書類は返却いたしません。必要な場合はコピーをとりご提出ください。 

Q20 申請後、交付決定までどれくらい日数がかかるか？ 

 申請書を収受した月の翌月上旬に「交付決定通知書」を郵送予定です。 

Q21 申請期間中なら、要件に該当すれば、全て交付決定されるか？ 

 予算範囲なので補助金交付となります。申請状況により、予算を超える可能性が判明

した等の場合、江東区公式サイトでお知らせいたします。 

 

 

＜実績報告について＞ 
Q22 実績報告書の提出期限は？ 

 補助事業が完了した日から６０日以内または令和 8 年３月３１日のいずれか早い日ま

でに提出してください。（令和 8 年２月の事業完了日の場合、令和 8 年３月３１日が提

出期限となります） 

Q2３ ヘルパー補助者の時間外勤務が発生し、交付申請時の実施計画書記載の就労予定

時間より延べ対象勤務時間が増え、ヘルパー補助者雇用事業の対象賃金（申請時上

限未満）が増加した。増加分も対象になるのか？ 

 交付決定額を超え、かつヘルパー補助者ごとの上限内の場合は、変更申請してくださ

い。変更が承認された場合は、対象になります。 

なお、延べ対象勤務時間が減るなどで、交付決定額以下の場合は、変更申請は不要

です。 

Q2４ 交付申請時に予定していたヘルパー補助者が本補助金の対象外となった。どのような

手続きが必要か？ 

 本補助金の要件に該当するヘルパー補助者が０人となった場合は、補助金変更（中

止・廃止）承認申請を提出してください。 



Q２5 実績報告日の提出期限までに、対象となる研修受講料支払いが終了しない場合はど

うすれば良いか？ 

 補助対象となる研修受講料は、実績報告の際に支払い証明ができるものとなります。

支払いが終わっていない、領収書がない等の支払い証明がないものは補助対象外と

なります。 

Q26 実績報告書にはどのような資料を添付すればよいですか？ 

 人件費補助の対象となるヘルパー補助者の氏名等を記載した人材対策実施報告

書（様式 10）、補助対象事業に要した経費が分かる書類（ヘルパー補助者の賃金台

帳、研修受講料の領収書の写しなど）、雇用契約書（ヘルパー補助者の時間単価、

社会保険等の加入の有無、業務内容、有期雇用期間、勤務場所等を記載したも

の）の写しを添付してください。 

Q27 実績報告書の提出後、額確定までどれくらい日数がかかりますか？ 

 報告書を収受した月の翌月上旬に「交付額確定通知書」を郵送予定です。 

 

 

＜補助金請求について＞ 
Q28 補助金請求書はいつ提出しますか？ 

 区から額確定通知書が届きましたら、記載内容をご確認うえ、「障害者向け訪問系サ

ービス事業所支援補助金交付請求書」（様式 12）をご提出ください。  

Q29 振込口座名義は法人名ですか？事業所名ですか？ 

 交付申請をした法人名義の口座をご記入ください。 

Q30 請求書の提出後、口座に入金されるまでどれくらい日数がかかりますか？ 

 請求書を収受した月の翌月中旬頃までに入金予定です。 

 

 

 


